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１．企業集団の状況 

当社は子会社を有しておりませんので該当事項はありません。 

 

 

２．経営方針 

（1）経営の基本方針 

当社は、「和、信頼、技術」を社是とし、創業以来「基幹系通信システムのソフトウェア開

発」事業に専門特化してまいりました。技術進歩の激しいこの分野において、社内開発環境の整

備及び新技術教育などの先行投資により、クリエイティブな開発者集団であり続けることを目指

して今日に至っております。 

現在、基幹系を含めた通信システム全体が、高速化・大容量化・長距離化に向けて大きく変貌

しようとしております。このような背景の中にあって、当社は長期的な成長を目指すため、より

高い技術力と、より強力な開発体制を維持、向上し、顧客の満足する高品質なシステムの提供を

経営の最重要課題と考えております。 

通信システムの分野においては、今後、一段と技術革新が進み、それによる社会の変化、生活

環境の変化が起こると予想されますが、当社は常にチャレンジ精神を持ち新しい時代の要請に応

えるべく努力し続け、マルチメディア時代における通信とコンピュータ、通信と放送の融合等を

人の立場に立って実現することにより、新しい社会の創造とその発展に貢献していく所存です。 

 

（2）利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様への利益還元を重要政策の一つとして認識しております。将来的な事業

拡大に備えた内部留保を図りつつ、業績の成長に合せた配当及び株式分割を行うことを基本方

針としております。 

 内部留保金につきましては、開発環境整備のための開発センターの充実及び開発効率向上の

ための社内ネットワーク、開発機器の充実等、事業拡大や基盤強化に充当していく方針です。

昨年、工事を開始した開発センターの中原テクノセンター1号館並びに2号館につきましては、

本年9月末の同時竣工に向けて順調に建設を進めております。 

 

（3）中長期的な経営戦略 

我が国を囲む経済情勢はまだ先行きに不透明性を含んでおり、厳しい状況が続いています。そ

の中でも米国及び欧州から我が国の迅速な経済回復が求められています。 

そのような経済状況下でも、通信システムの分野においては、インターネットや携帯電話（端

末）の更なる普及と高機能化により、そのトラフィックが爆発的に増加することが予想されてお

ります。そのすべての情報を制御する基幹系通信ネットワークにおいては、より一層の高速化及

び大容量化が急がれております。 
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また、我が国においては、「ｅ-Japan戦略」を策定し、2005年に全国で超高速ネットの利用が

可能となる情報通信インフラの整備、電子政府の実現、電子商取引の普及、情報リテラシーの向

上等を目標とした高度情報社会実現に向けた取り組みが進められております。 

当社は、当中間期において業績修正のやむなきに至りましたが、中長期的には更なる事業拡大

を実現し、収益向上、経営基盤の充実を図り、継続的な成長を目指していく所存であり、このた

めに以下の基本方針を設定しております。 

第一に、業績目標 

中長期的に、売上高伸び率年18％以上、売上高経常利益率13％以上の維持を目標とします。 

当中間期における業績修正要因を踏まえ、対処すべき課題を克服し、経営指標の回復に努

めてまいります。 

第二に、事業展開 

基幹系通信システム構築を従来通り事業の中核としつつ、通信端末等周辺機器のソフト

ウェア開発にも積極的に参入して、通信事業の拡大に努めます。 

オープン系分野に対しては、通信分野で培ったノウハウをベースとして、参入分野の選別

に向けて、市場の開拓、業務ノウハウの蓄積、要素技術の習熟等を中長期的・戦略的に推

進して主要事業に育てます。 

第三に、品質向上 

基幹系通信システムでは、特に品質が最重要課題であるため、全社一斉取得したＩＳＯ

9001に沿って開発作業を実施していますが、新たに改定された2000年版ＩＳＯに準じて顧

客満足度などを測定し、品質とサービスの融合を目指して継続的な改善を行うことにより、

当社の品質方針である「顧客の信頼の向上」を追求し、製品の品質を向上させます。 

第四に、体制の増強 

ソフト開発に適した人員の採用と基本技術・新技術を身につけた有能な社員の育成を目指

した研修を実施し、拡大する業務の遂行を可能とする強固な体制を構築します。 

 

（4）経営管理組織の整備等に関する施策 

経営管理組織の整備といたしましては、平成13年8月1日付をもって、事業の多様化と拡大に対

応すべく、従来の6事業部制から4事業本部制とし、開発部門の体制強化とフレキシブルな対応を

可能にしました。 

また、同日付をもって、営業活動のより一層の充実と強化を図ることを目的として営業本部を

新設し、当該本部内に増強した営業部、営業管理部を配置すると共に、協力会社との関係窓口と

して事業推進部を新設しました。 

更に、当中間期において一部プロジェクトに発生した管理体制の不備を根本的に見直すために、

平成14年3月1日付をもって、事業本部組織間の横断的統括・連携強化、開発計画・開発プロセス

の妥当性に関する精査・改善指導及び情報の共有化を目的とした事業管理本部を新設致しました。 
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（5）対処すべき課題 

中長期的な経営戦略及び当中間期における業績修正の要因を踏まえて、当社の今後の一層の発

展を達成するために対処すべき課題は次の通りです。 

第一に、開発管理体制の見直し及び強化 

新設した事業管理本部を中核として、プロジェクト遂行におけるリスクを予測又は早期に

把握して、有効な手段を迅速にかつ効果的に実施できる体制を整備すると共に、リスク・

マネジメントに精通したプロジェクト・マネージャーを育成します。 

第二に、顧客基盤の拡大及び営業力の強化 

当社の強みである通信系については、従来の顧客との信頼関係をより強固にすると共に、

新規顧客及び新規部署への横展開を図ります。 

また、新規業務への拡大についても、通信系のノウハウをベースとして、選別受注を図っ

て、ノウハウの蓄積に努めます。 

更に、顧客のニーズを先取りして、積極的に提案出来るようなソリューション型エンジニ

アを育成します。 

第三に、キャリアネットワーク発展への対応 

無線技術の革新によりモバイルネットワークは更に発展していくものと考えられます。し

たがいまして、今後のキャリアネットワークの進展を展望しつつ、市場の拡大、技術者の

レベル向上、新しいノウハウの蓄積を積極的に進めます。 

第四に、協力会社との連携の強化 

受託する開発規模の拡大に伴い協力会社の体制強化は不可欠です。そのために、優秀な協

力会社の確保に努めると共に、協力会社との情報の共有化を図ります。 

第五に、社外研究機関及び大学等との協力体制を強化 

情報通信分野における技術革新のスピードは、益々加速することが予想されます。その対

応のため、新技術の調査研究を推進すべく、技術推進室が中心となって社外研究機関及び

大学等との協力体制を強化してまいります。また、その成果を共同での特許取得という形

でも実現して行きたいと考えております。 
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３．経営成績 

（1）当中間期の概況 

当中間期における我が国の経済状況は、産業界全般におけるＩＴ投資の減速、輸出の減少、個

人消費の低迷に加えて、米国における同時多発テロや株安等、国際的な景気不安の連鎖に直面し

て苦境に追い込まれました。また、経済回復への国際的な期待の中、デフレ進行、不良債権処理

の遅れ等から不況は一段と深まりつつあるという感は拭い得ません。 

このような状況下におきましても、情報サービス業は概ね堅調に推移し、経済産業省が発表し

た特定サービス産業動態統計によりますと、平成14年1月の売上高は前年同月比9.4%増と21ヶ月

連続の増加となっております。しかし、当社の主力事業であります基幹系通信ソフトウェア開発

の経営環境は、通信機器メーカーの業績悪化、通信業界における低価格化競争の激化などの影響

により、昨年秋口から契約条件において急速に厳しさを増してまいりました。 

こうした市場環境の中で、当社は業務の効率化等によりお客様の要請に応えるべく努力をして

まいりましたが、契約条件の厳しさを吸収することができず、採算性の悪い案件が増えました。

特に、オープンシステムは、前期から受注が大幅に伸びている分野でありますが、オープン系ノ

ウハウの不十分さに伴う管理体制の遅れから当中間期においては赤字プロジェクトを増やす結果

となりました。 

以上の結果、当中間期の売上高は8,229百万円（前年同期比3.2％減）、経常利益は477百万円

（前年同期比66.2％減）、中間純利益は178百万円（前年同期比74.4％減）という非常に厳しい

結果となりました。 

 

〔事業分野別の概況〕 

① ノードシステム 

固定電話の加入数の減少、低価格競争の激化、米国市場に見られるように欧州を含めた海外

市場の低迷等を予測して固定網向け基幹系通信システムの売上高については前年度より減少に

て計画しましたが、予測以上の大幅な低迷となりました。 

この結果、売上高は1,843百万円（前年同期比41.5％減）となりました。 

② モバイルネットワークシステム 

第3世代移動通信システム（ＩＭＴ-2000）に関連する開発の需要が大きく伸びたことから、

順調に推移しました。 

この結果、売上高は1,553百万円（前年同期比96.0％増）となりました。 

③ ネットワークマネジメントシステム 

通信サービスの多様化やネットワークの複雑化により、前期に引き続き堅調に推移する見通

しでありましたが、通信業者の投資抑制に伴う案件の先送りなど市場環境の悪化に併せて、契

約条件についても一段と厳しくなりました。 

この結果、売上高は2,893百万円（前年同期比2.7％減）となりました。 
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④ オープンシステム 

前期売上高増加要因の1つでありました大型のｅ-ビジネス関連システムの開発が、引き続き

大幅に拡大する見通しでありましたが、契約条件の厳しい案件が増加したこと、ノウハウの不

足に伴う見積り精度の不備などにより、受注の拡大が計画どおりに進みませんでした。 

この結果、売上高は1,362百万円（前年同期比51.6％増）となりました。 

⑤ その他 

顧客先に常駐してのネットワーク監視、保守運用等のオペレーション業務の減員が予定より

早まりました。 

この結果、売上高は576百万円（前年同期比15.6％減）となりました。 

 

当中間期におけるキャッシュ・フローにつきましては、以下の通りであります。 

当中間期は税引前中間純利益が343百万円（前年同期比72.4％減）となり、有形固定資産の取

得及び長期借入金の返済が計画どおり推移した結果、現金及び現金同等物の当中間期末残高は前

期より600百万円減少（前年同期は1,929百万円減少）し、10,642百万円となりました。 

営業活動の結果得られた資金は444百万円（前年同期比44.0％減）となりました。これは売上

債権が1,953百万円減少した一方で、税引前中間純利益が343百万円にとどまったこと及びたな卸

資産が918百万円増加したこと等の要因によるものであります。 

投資活動の結果使用した資金は653百万円（前年同期に使用した資金は2,221百万円）となりま

した。これは主に投資有価証券の売却が120百万円あったこと、設備投資計画に基づく開発セン

ター建設工事代金の支払及び開発用機器等の有形固定資産取得が749百万円あったこと等の要因

によるものであります。なお、前中間期には開発センター用地の取得が1,780百万円ありました。 

財務活動の結果使用した資金は391百万円（前年同期に使用した資金は500百万円）となりまし

た。これは主に長期借入金の返済142百万円及び利益処分による配当金の支払245百万円等の要因

によるものであります。 

 

（2）通期の見通し 

今後の経済状況につきましては、景気回復への強い期待感はありますが、その不透明さは増す

ものと予想され、比較的好調な情報サービス業界においても楽観できない状況になっています。 

当社は、主要顧客を中心としたシステム開発の需要を現状通り維持するように努めますが、景

気低迷に伴うＩＴ投資抑制気運が引き続き懸念され、業務受注には引き続き厳しい状況にあると

予想しています。しかしながら、第4世代移動体通信システムの開発、マルチメディアモバイル

ソリューション等に見られるモバイルサービスの拡充、ユビキタス社会の実現に向けた種々の実

験等通信業界の揺るぎない発展、また、企業の競争力強化、経営効率化の手段として欠く事の出

来ない情報インフラの構築などを概観すると、その需要は底固く推移していくものと予測致しま

す。このような状況を背景として、当中間期に定めました経営指標を達成すべく、顧客基盤の拡

大、より一層の効率化、プロジェクト品質の向上、事業管理体制の強化などを積極的に推し進め、



6 

収益力向上に努める所存でございます。 

以上により､通期の業績見通しにつきましては、売上高21,000百万円（前期比4.7％増）、経常

利益1,601百万円（前期比48.9％減）、当期純利益716百万円（前期比54.5％減）を見込んでおり

ます。 

 

〔通期の事業分野別の見通し〕 

各事業分野別の見通しは以下のようになっております。 

① ノードシステム 

固定網の開発業務は、通信キャリアにおける設備投資抑制により動向が不透明であり、引き

続き厳しい状況にあるものと予測して、売上高は3,347百万円（前期比52.2％減）を見込んで

おります。 

② モバイルネットワークシステム 

第3世代移動通信システム（ＩＭＴ-2000）に関連する開発業務は、上期に引き続き堅調に推

移する見通しであり、売上高は4,863百万円（前期比107.6％増）を見込んでおります。 

③ ネットワークマネジメントシステム 

市場環境や契約条件については引き続き厳しい状況にあると予測し、売上高は8,331百万円

（前期比29.3％増）を見込んでおります。 

④ オープンシステム 

新規顧客開拓については引き続き努めますが、市場の選別、業務ノウハウの蓄積等を推進し

ていくことにより、売上高は3,400百万円（前期比29.8％増）を見込んでおります。 

⑤ その他 

システムオペレーション業務の終息、新たなサービス業務案件の受注の厳しい状況を予測し

て、売上高は1,056百万円（前期比35.3％減）を見込んでおります。 

 

今後も当社はお客様との関係を密にし、全社一丸となって魅力ある企業として成長、発展すべ

く努力していく所存であります。株主の皆様におかれましては、一層のご支援、ご指導を賜りま

すようお願い申し上げます。 
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４．中間財務諸表等 

 (1) 中間貸借対照表 

当中間会計期間末 
(平成14年1月31日現在) 

前中間会計期間末 
(平成13年1月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成13年7月31日現在) 期別 

 
 

科目 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 
構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金  10,542,671  10,782,064  10,993,474  

２．売掛金  4,536,211  4,469,032  6,554,959  

３．たな卸資産  2,196,794  2,442,548  1,277,809  

４．その他  514,128  560,731  621,414  

貸倒引当金  △9,000  △14,000  △20,000  

流動資産合計  17,780,806 65.4 18,240,378 67.1 19,427,657 68.4 

Ⅱ 固定資産        

(1)有形固定資産 ※１       

１．建物 ※２ 2,419,818  2,517,731  2,456,992  

２．器具備品  680,387  761,085  711,489  

３．土地 ※２ 4,238,342  4,213,342  4,213,342  

４．その他  577,097  82,149  74,605  

有形固定資産合計  7,915,645 29.1 7,574,308 27.8 7,456,429 26.2 

(2)無形固定資産  81,568 0.3 109,146 0.4 98,598 0.4 

(3)投資その他の資産  1,435,153  1,279,365  1,433,120  

貸倒引当金  △33,000  －  －  

投資その他の資産合計  1,402,153 5.2 1,279,365 4.7 1,433,120 5.0 

固定資産合計  9,399,367 34.6 8,962,821 32.9 8,988,148 31.6 

資産合計  27,180,173 100.0 27,203,199 100.0 28,415,805 100.0 

        
（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金  341,971  406,833  416,087  

２．短期借入金 ※２ 770,400  813,400  747,400  

３．未払法人税等  287,458  739,463  887,839  

４．賞与引当金  777,000  963,000  675,000  

５．その他 ※３ 1,286,228  1,297,850  1,789,946  

流動負債合計  3,463,058 12.7 4,220,547 15.5 4,516,273 15.9 
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当中間会計期間末 
(平成14年1月31日現在) 

前中間会計期間末 
(平成13年1月31日現在) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成13年7月31日現在) 期別 

 
 

科目 金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 
構成比
（％） 金額（千円） 

構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※２ 485,800  756,200  651,000  

２．退職給付引当金  431,119  133,760  259,773  

３．役員退職慰労引当金  550,000  549,000  567,000  

４．その他  70,415  70,340  70,415  

固定負債合計  1,537,334 5.7 1,509,301 5.6 1,548,188 5.4 

負債合計  5,000,393 18.4 5,729,848 21.1 6,064,462 21.3 
        
（資本の部）        

Ⅰ 資本金  8,500,550 31.3 8,500,550 31.2 8,500,550 29.9 

Ⅱ 資本準備金  8,647,050 31.8 8,647,050 31.8 8,647,050 30.5 

Ⅲ 利益準備金  179,000 0.6 144,000 0.5 144,000 0.5 

Ⅳ その他の剰余金        

(1)任意積立金  3,065,430  2,172,166  2,172,166  

(2)中間(当期)未処分利益  1,801,687  2,005,791  2,884,984  

その他の剰余金合計  4,867,118 17.9 4,177,957 15.4 5,057,150 17.8 

Ⅴ その他有価証券 
評価差額金  △9,479 △0.0 3,793 0.0 2,593 0.0 

Ⅵ 自己株式  △4,458 △0.0 － － － － 

資本合計  22,179,780 81.6 21,473,350 78.9 22,351,343 78.7 

負債及び資本合計  27,180,173 100.0 27,203,199 100.0 28,415,805 100.0 
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(2) 中間損益計算書 
 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度の要約損益計算書
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 期別 

 
 

科目 金額（千円） 百分比（％） 金額（千円） 
百分比
（％） 金額（千円） 

百分比
（％） 

Ⅰ 売上高  8,229,479 100.0 8,499,122 100.0 20,051,806 100.0 

Ⅱ 売上原価  6,519,012 79.2 6,042,275 71.1 14,365,289 71.6 

売上総利益  1,710,466 20.8 2,456,846 28.9 5,686,516 28.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,259,051 15.3 1,064,468 12.5 2,588,557 12.9 

営業利益  451,415 5.5 1,392,378 16.4 3,097,958 15.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 40,861 0.5 42,664 0.5 81,354 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 14,480 0.2 21,020 0.3 42,787 0.2 

経常利益  477,796 5.8 1,414,023 16.6 3,136,526 15.7 

Ⅵ 特別利益  20,000 0.3 4,000 0.0 － － 

Ⅶ 特別損失 ※３ 154,276 1.9 173,391 2.0 316,411 1.6 

税引前中間(当期)純利益  343,519 4.2 1,244,631 14.6 2,820,114 14.1 

法人税,住民税及び事業税  281,000 3.4 734,000 8.6 1,430,000 7.1 

法人税等調整額  △115,766 △1.4 △186,157 △2.2 △185,868 △0.9 

中間（当期）純利益  178,286 2.2 696,789 8.2 1,575,982 7.9 

前期繰越利益  1,623,401  1,309,001  1,309,001  

中間(当期)未処分利益  1,801,687  2,005,791  2,884,984  
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(3) 中間キャッシュ・フロー計算書 

 
 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

期別 
 
 

科目 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税引前中間（当期）純利益 343,519 1,244,631 2,820,114 
減価償却費 295,737 324,987 714,228 
貸倒引当金の増加額（△減少額） 22,000 △4,000 2,000 
賞与引当金の増加額 102,000 405,000 117,000 
役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） △17,000 △2,000 16,000 
退職給付引当金の増加額 171,346 133,760 259,773 
投資有価証券売却益 △20,000 － △906 
投資有価証券評価損 51,842 14,640 14,640 
ゴルフ会員権評価損 － 49,702 49,702 
受取利息及び受取配当金 △3,096 △4,131 △16,722 
支払利息 14,265 20,225 36,404 
自己株式売却益 － △117 － 
有形固定資産の除却損 10,502 19,209 65,451 
無形固定資産の除却損 2,092 － 5,139 
売上債権の減少額（△増加額） 1,953,274 60,995 △2,024,930 
たな卸資産の減少額（△増加額） △918,984 △743,129 421,609 
その他流動資産の減少額（△増加額） △19,479 7,382 12,811 
仕入債務の増加額（△減少額） △74,116 5,297 14,550 
未払金及び設備未払金の増加額 － 21,405 － 
未払金の増加額（△減少額） △130,600 － 90,481 
未払消費税等の増加額（△減少額） △237,731 △18,823 152,976 
その他流動負債の増加額（△減少額） △123,594 △112,538 204,262 
役員賞与の支払額 △85,850 △49,300 △49,300 
その他 66 － 1,173 
小計 1,336,193 1,373,197 2,906,461 
利息及び配当金の受取額 3,096 4,131 16,722 
利息の支払額 △13,574 △19,184 △34,962 
法人税等の支払額 △881,380 △565,179 △1,112,803 
営業活動によるキャッシュ・フロー 444,334 792,964 1,775,417 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有形固定資産の取得による支出 △749,854 △2,099,263 △2,447,042 
無形固定資産の取得による支出 △13,138 △37,368 △65,081 
投資有価証券の取得による支出 △60,736 △53,608 △53,618 
投資有価証券の売却による収入 120,000 － 10,991 
差入保証金の支払額 － △33,470 △160,294 
差入保証金の返還額 49,528 152 152 
保険積立金の減少額（△増加額） 715 1,640 △4,375 
その他 100 － 285 
投資活動によるキャッシュ・フロー △653,386 △2,221,918 △2,718,982 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
長期借入金の返済による支出 △142,200 △245,400 △416,600 
自己株式の取得による支出 △4,609 △7,550 △38,174 
自己株式の売却による収入 394 7,641 36,683 
配当金の支払額 △245,424 △254,955 △255,941 
財務活動によるキャッシュ・フロー △391,839 △500,264 △674,032 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － － 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△減少額） △600,890 △1,929,218 △1,617,597 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 11,243,775 12,861,373 12,861,373 
Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 10,642,884 10,932,154 11,243,775 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) たな卸資産 

個別法による原価法を採用

しております。 

(1) たな卸資産 

個別法による原価法によっ

ております。 

(1) たな卸資産 

個別法による原価法を採用

しております。 

 (2) 有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法を採用

しております。 

なお、評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

 

②時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法を採用しておりま

す。 

なお、評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定しております。 

②時価のないもの 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物（附

属設備を除く）について

は、定額法を採用しており

ます。 

なお、器具備品のうち、電

子計算機については、経済

的、機能的な実情を勘案し

た耐用年数によっておりま

す。 

(1)有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2)無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内

における利用可能期間に基

づく定額法によっておりま

す。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3)長期前払費用 

定額法を採用しておりま

す。 

(3)長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 
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項目 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

３．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出

に備えるため、支給見込額

基準により計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間において発生し

ていると認められる額を計

上しております。なお、会

計 基 準 変 更 時 差 異

（898,387千円）について

は、5年による按分額を費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法によ

り、翌事業年度から費用処

理することとしておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中

間会計期間において発生し

ていると認められる額を計

上しております。なお、会

計 基 準 変 更 時 差 異

（898,387千円）について

は、5年による按分額を費

用処理しております。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当期において

発生していると認められる

額を計上しております。な

お、会計基準変更時差異

（898,387千円）について

は、5年による按分額を費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法によ

り、翌期から費用処理する

こととしております。 

 (4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

中間会計期間末要支給額を

計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 
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項目 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

４．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間キャッシュフロー計算

書における資金（現金及び

現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなってお

ります。 

同左 キャッシュフロー計算書に

おける資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期投資からなっておりま

す。 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

税抜方式によっておりま

す。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

 

 (2)税効果会計 

租税特別措置法第45条の3

の規定による特定情報通信

機器の取得に関し、特別償

却準備金を利益処分により

計上または取り崩したもの

とみなして中間決算におけ

る税額計算を行っておりま

す。 

(2)税効果会計 

同左 

(2)      ――――― 
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追加情報 
当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

１．        ――――― １．金融商品会計 

金融商品については、当中間会計

期間より金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 

平成11年1月22日））を適用してお

り、有価証券の評価基準及び評価方

法、貸倒引当金の計上基準及びゴル

フ会員権の評価方法について変更し

ております。 

この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、投資有価証券

（投資その他の資産）が7,591千円増

加し、会員権（投資その他の資産）

が49,702千円減少し、繰延税金資産

（投資その他の資産）が2,758千円減

少し、その他有価証券評価差額金が

3,793千円が新たに発生しておりま

す。また、これにより経常利益が

1,040千円多く、税引前中間純利益が

48,662千円少なく計上されておりま

す。 

 なお、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、売買目的有

価証券及び1年以内に満期の到来する

有価証券がないため、すべて投資有

価証券として表示しております。そ

の結果、流動資産の有価証券（その

他勘定）は16,773千円減少し、投資

有価証券（投資その他の資産）が同

額増加しております。 

１．金融商品会計 

金融商品については、当中間会計

期間より金融商品に係る会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 

平成11年1月22日））を適用してお

り、有価証券の評価基準及び評価方

法、貸倒引当金の計上基準及びゴル

フ会員権の評価方法について変更し

ております。 

この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ投資有価証券（投

資その他の資産）が5,636千円増加

し、会員権（投資その他の資産）が

49,702千円減少し、繰延税金資産

（投資その他の資産）が19,039千円

増加し、その他有価証券評価差額金

2,593千円が新たに発生しておりま

す。また、これにより経常利益が

1,158千円多く、税引前当期純利益が

48,544千円少なく計上されておりま

す。 

なお、期首時点で保有する有価証

券の保有目的を検討し、売買目的有

価証券及び1年以内に満期の到来する

有価証券がないため、すべて投資有

価証券として表示しております。こ

の変更による影響は軽微でありま

す。 

２．        ――――― ２．退職給付会計 

当中間会計期間より退職給付に係る

会計基準（「退職給付に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成10年6月16日））を適

用しております。 

この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ、退職給付費用が

133,760千円増加し、売上総利益は

26,922千円、営業利益及び経常利益

は29,987千円、税引前中間純利益は

119,826千円それぞれ少なく計上され

ております。 

２．退職給付会計 

当期より退職給付に係る会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定

に関する意見書」（企業会計審議会 

平成10年6月16日））を適用しており

ます。 

この変更により、従来の方法に

よった場合に比べ退職給付費用が

259,773千円増加し、売上総利益が

67,568千円、営業利益及び経常利益

は73,157千円、税引前当期純利益は

252,834千円それぞれ少なく計上され

ております。 
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当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

３．自己株式の表示 

従来、流動資産の「その他」に含め

ておりました「自己株式」（前中間

会計期間末168千円、前事業年度末

310千円）は、中間財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則

の改正に伴い、当中間会計期間から

資本に対する控除項目として資本の

部の末尾に記載しております。 

３．     ――――― ３．     ―――――     
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注記事項 
（中間貸借対照表関係） 

当中間会計期間末 
（平成14年1月31日現在） 

前中間会計期間末 
（平成13年1月31日現在） 

前事業年度末 
（平成13年7月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

3,156,597千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

2,920,619千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は

3,001,713千円であります。 

※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 ※２ 担保提供資産と対応債務 

担保提供資産 担保提供資産 担保提供資産 
 

建物 788,300千円

土地 948,239 

合計 1,736,539 
  

 
建物 866,453千円

土地 948,239 

合計 1,814,693 
  

 
建物 820,866千円

土地 948,239 

合計 1,769,106 
  

対応債務 対応債務 対応債務 
 

短期借入金 368,800千円

長期借入金 756,200 

合計 1,125,000 
  

 
短期借入金 268,400千円

長期借入金 1,041,600 

合計 1,310,000 
  

 
短期借入金 343,600千円

長期借入金 886,400 

合計 1,230,000 
  

なお、長期借入金には1年以内返

済予定分を含めております。 

なお、長期借入金には1年以内返

済予定分を含めております。 

なお、長期借入金には1年以内返

済予定分を含めております。 

※３ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は

相殺のうえ、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３    ――――― 

 

 

（中間損益計算書関係） 

項目 

当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

※１．営業外収益のうち重要な

もの 

   

受取利息 2,969千円 4,123千円 16,663千円 

※２．営業外費用のうち重要な

もの 

   

支払利息 14,265千円 20,225千円 36,404千円 

※３．特別損失のうち重要なも

の 

   

固定資産除却損 12,595千円 19,209千円 72,391千円 

退職給付会計基準変更

時差異処理額 

89,838千円 89,838千円 179,677千円 

ゴルフ会員権評価損 － 千円 49,702千円 49,702千円 

投資有価証券評価損 51,842千円 14,640千円 14,640千円 

 ４．減価償却実施額    

有形固定資産 270,482千円 297,684千円 661,067千円 

無形固定資産 23,893千円 25,941千円 50,439千円 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 
当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 
 

平成14年 1月31日現在

 （千円）

現金及び預金勘定 10,542,671

その他勘定（マネー・マ
ネジメント・ファンド） 100,213

現金及び現金同等物 10,642,884
  

 
平成13年 1月31日現在

 （千円）

現金及び預金勘定 10,782,064

その他勘定（マネー・マ
ネジメント・ファンド） 150,089

現金及び現金同等物 10,932,154
  

 
平成13年 7月31日現在

 （千円）

現金及び預金勘定 10,993,474

その他勘定（マネー・マ
ネジメント・ファンド） 250,301

現金及び現金同等物 11,243,775
  

 

 

（１株当たり情報） 

項目 
当中間会計期間末 
（平成14年1月31日現在） 

前中間会計期間末 
（平成13年1月31日現在） 

前事業年度末 
（平成13年7月31日現在） 

１株当たり純資産額 1,792.63円 2,082.52円 1,806.38円 

１株当たり中間（当期）
純利益 14.40円 67.58円 127.36円 

潜在株式調整後１株当た
り中間(当期)純利益 

－円 －円 －円 

（注） 

当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末 
１．第30期中間会計期間は新株引受
権付社債及び転換社債の発行が
ないため、潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額の記載はし
ておりません。 

１．第29期中間会計期間は新株引受
権付社債及び転換社債の発行が
ないため、潜在株式調整後1株当
たり中間純利益金額の記載はし
ておりません。 

１．新株引受権付社債及び転換社債
の発行がないため、潜在株式調
整後1株当たり当期純利益金額
の記載はしておりません。 

２．        ――――― ２．平成13年3月19日付をもって、額
面普通株式1株を1.2株に分割し
ております。 
 

２．平成13年3月19日付をもって、
額面普通株式1株を1.2株に分割
しております。 

３．        ――――― ３．第29期中間会計期間の1株当たり
中間純利益は、株式分割前の中
間期末時点の株式数で計算され
た中間期中平均株式数により計
算しております。 

３．1株当たり当期純利益は、株式
分割が期首に行われたものとし
て計算しております。 
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（重要な後発事象） 
当中間会計期間 
自 平成13年8月 1日 
至 平成14年1月31日 

前中間会計期間 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年1月31日 

前事業年度 
自 平成12年8月 1日 
至 平成13年7月31日 

        ―――――  平成13年1月15日開催の取締役会

の決議に基づき、次のように株式分

割による新株式を発行しておりま

す。 

          ――――― 

    １．平成13年3月19日付をもって

額面普通株式1株を1.2株に分割

する。 

(1）分割により増加する株式数 

額面普通株式 2,062,250株 

(2)分割方法 

平成13年1月31日最終の株

主名簿及び実質株主名簿に

記載された株主の所有株式

数を1株につき、1.2株の割

合をもって分割する。ただ

し、分割の結果生ずる1株

未満の端数株式は、これを

一括売却し、その処分代金

を端数の生じた株主に対

し、その端数に応じて分配

する。 

           

       ２．配当起算日 

平成13年2月1日 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 

(1) 生産実績 

（単位：千円） 

期 別     

 

事業の区分 

当 中 間 会 計 期 間            

自 平成13年8月 1日 

至 平成14年1月31日 

前 中 間 会 計 期 間            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年1月31日 

 

増 減 率     

（％） 

前 事 業 年 度            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年7月31日 

ノ ー ド シ ス テ ム 2,055,660 3,493,874 △41.2 6,091,928 

ﾓ ﾊ ﾞ ｲ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 1,527,011 872,998 ＋74.9 2,427,592  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 3,457,504 3,160,078 ＋9.4 6,309,724 

小      計 7,040,176 7,526,950 △6.5 14,829,246 

オ ー プ ン シ ス テ ム 1,560,627 1,160,864 ＋34.4 2,852,055 

そ の 他 538,272 588,453 △8.5 1,372,622 

合 計      9,139,076 9,276,268 △1.5 19,053,923 

（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

（単位：千円） 

期 別     

 

事業の区分 

当 中 間 会 計 期 間            

自 平成13年8月 1日 

至 平成14年1月31日 

前 中 間 会 計 期 間            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年1月31日 

 

増 減 率     

（％） 

前 事 業 年 度            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年7月31日 

パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト ウ ェ ア 等  45,278 166,354 △72.8 222,542 

合 計      45,278 166,354 △72.8 222,542 

（注）上記の金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

 



20 

 

 (3) 受注状況 

①受注高                                                                    （単位：千円） 

期 別     

 

事業の区分 

当 中 間 会 計 期 間            

自 平成13年8月 1日 

至 平成14年1月31日 

前 中 間 会 計 期 間            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年1月31日 

 

増 減 率     

（％） 

前 事 業 年 度            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年7月31日 

ノ ー ド シ ス テ ム 1,758,337 3,192,483 △44.9 6,481,722 

ﾓ ﾊ ﾞ ｲ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 1,472,471 819,903 ＋79.6 2,546,351  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 2,395,533 3,118,042 △23.2 6,573,846 

小      計 5,626,342 7,130,429 △21.1 15,601,920 

オ ー プ ン シ ス テ ム 1,273,137 1,098,196 ＋15.9 3,438,837 

そ の 他 557,135 364,538 ＋52.8 1,297,979 

合 計      7,456,616 8,593,164 △13.2 20,338,738 

（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

 

 

②受注残高                                                                 （単位：千円） 

期 別     

 

事業の区分 

当 中 間 会 計 期 間            

自 平成13年8月 1日 

至 平成14年1月31日 

前 中 間 会 計 期 間            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年1月31日 

 

増 減 率     

（％） 

前 事 業 年 度            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年7月31日 

ノ ー ド シ ス テ ム 340,552 1,000,630 △66.0 425,660 

ﾓ ﾊ ﾞ ｲ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 264,273 169,066 ＋56.3 345,047  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 345,165 856,932 △59.7 843,207 

小      計 949,990 2,026,628 △53.1 1,613,914 

オ ー プ ン シ ス テ ム 792,371 261,589 ＋202.9 881,750 

そ の 他 198,879 120,588 ＋64.9 166,414 

合 計      1,941,240 2,408,805 △19.4 2,662,078 

（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 
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(3) 販売実績 

（単位：千円） 

期 別     

 

事業の区分 

当 中 間 会 計 期 間            

自 平成13年8月 1日 

至 平成14年1月31日 

前 中 間 会 計 期 間            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年1月31日 

 

増 減 率     

（％） 

前 事 業 年 度            

自 平成12年8月 1日 

至 平成13年7月31日 

ノ ー ド シ ス テ ム 1,843,445 3,151,203 △41.5 7,015,412 

ﾓ ﾊ ﾞ ｲ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 1,553,245 792,315 ＋96.0 2,342,782  

ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ｼ ｽ ﾃ ﾑ 2,893,575 2,973,530 △2.7 6,443,059 

小      計 6,290,266 6,917,049 △9.1 15,801,254 

オ ー プ ン シ ス テ ム 1,362,516 898,822 ＋51.6 2,619,302 

そ の 他 576,696 683,250 △15.6 1,631,248 

合 計      8,229,479 8,499,122 △3.2 20,051,806 

（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

 
 

６．有価証券 
 

（当中間会計期間末） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成14年1月31日現在） 

区分 
取得原価（千円） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 69,200 52,828 △16,372 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 69,200 52,828 △16,372 

（注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について1,832千円減損処理を行って

おります。 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

当中間会計期間末（平成14年1月31日現在） 
区分 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を
除く） 

 
107,860 

マネー・マネジメント・ファ
ンド 100,213 
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（前中間会計期間末） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

前中間会計期間末（平成13年1月31日現在） 
区分 

取得原価（千円） 中間貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 11,488 17,662 6,173 

債券 8,892 9,270 377 

その他 － － － 

合計 20,381 26,932 6,551 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

前中間会計期間末（平成13年1月31日現在） 
区分 

中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を
除く） 

 
257,860 

マネー・マネジメント・ファ
ンド 150,089 

 

（前事業年度末） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

前事業年度末（平成13年7月31日現在） 

区分 
取得原価（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 差額（千円） 

株式 10,296 14,775 4,478 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 10,296 14,775 4,478 

 

２．時価評価されていない主な「有価証券」 

前事業年度末（平成13年7月31日現在） 
区分 

貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を
除く） 

 
257,870 

マネー・マネジメント・ファ
ンド 150,221 

短期公社債投信 100,080 

 

 

７．デリバティブ取引 
 
 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、当中間会計期間、前中間会計期間

及び前事業年度いずれも該当事項はありません。 


